










目的 

 幼児の耳鼻咽喉科疾患は比較的多いといえる。それは幼児期の顔面の発育や咽頭の扁桃

組織,とくにアデノイドの肥大が大きく関与している。しかしながら,幼児の耳鼻咽喉科疾

患の内容は時代や生活環境の変化に伴って変遷してきているといわれている。たとえば昭

和 20～30 年代の幼児の代表的疾患であった小児副鼻腔炎は,近年も実数の減少はみられな

いにしても重症例は激減しているといわれる。一方,小児の中耳疾患についてみると過去に

細菌性の急性化膿性中耳炎が大半を占めていた。ところが,近年は慢性に経過する中耳の浸

出性疾患(浸出性中耳炎,カタル性中耳炎,耳管カタルなど)が主流をなしてきており,年々

増加してきている。 

 疾患自体がこのような変遷をとげていることに加えて,幼児の生活様式の変化がこれら

疾患の治療を困難にしている。すなわち①近年増加している浸出性中耳疾患は自覚症状が

少ないこと②保護者が多忙となり幼小児の通院加療に時間をさかなくなりつつあること③

幼小児自身習い事や学習塾へ通う機会が多く通院が困難になりつつあること④都市部への

人口集中に伴ない通院加療に要する時間が長くなっていること－などが原因して有耳鼻咽

喉科疾患児が治療を受けない場合が多い。 

 未発見の有疾患児を早期に発見し,適切な治療を受けきせることを目的として,神奈川県

衛生部,横浜市衛生局では神奈川県下（川崎,横須賀両市を除く)の幼稚園・保育園児を対象

として,視聴覚,心臓病の健診事業を実施している。事業は小児療育相談センターに委託し

て,昭和 46 年度から行われており,多くの成果を収めている。 

 幼児に対するこの種の健診事業は①対象が非常に膨大な数にのぼること②事業実施にあ

たっての予算的,人的制約があること－などから,いかに効率よく実施できるかが成否を決

める鍵となる。そのためには幼児の疾患の様子を充分に把握しておくことが必要である。

そこで,4・5 歳児の聴力と耳疾患についての基礎的調査を開始した。同時に,これらの疾患

に対して保護者に目を向けきせ,発見後の療育に役立てることを考慮しながら効果的な初

期スクリーニングを目的として，従来のアンケート方式による選別にかわる予備選別の方

法を検討した。 


